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(57)【要約】
【課題】差分方式に基づいたチャネル品質情報伝送方法
が開始される。
【解決手段】本発明によると、周波数選択的チャネルで
受信端が選択した所定個数のサブバンドに対するチャネ
ル品質情報の伝送時、全体の平均チャネル情報を伝送し
、前記選択された所定個数のサブバンドに対するチャネ
ル情報は、平均チャネル情報とのサブバンド差分情報の
形態で伝送し、このとき、サブバンド差分情報は、正の
値のみを有する差分値範囲内の特定値の形態で表すこと
ができる。また、多重アンテナシステムで２以上のチャ
ネル品質情報を伝送する場合、一つのチャネルに対する
チャネル品質情報を伝送し、他のチャネルに対するチャ
ネル品質情報は空間差分情報の形態で伝送し、このとき
、空間差分情報は、０を中心にして対称にならない範囲
を有するように設定された差分値範囲内の特定値の形態
で伝送することができる。
【選択図】図７
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　モバイル通信システムにおいてチャネル品質情報（ＣＱＩ）を送信する方法であって、
該方法は、
　第一のコードワードを生成することと、
　該第一のコードワードに対する第一のＣＱＩ値を生成することと、
　該第一のＣＱＩ値を基地局に送信することと、
　第二のコードワードを生成することと、
　該第二のコードワードに対する第二のＣＱＩ値を生成することと、
　該第一のＣＱＩ値と該第二のＣＱＩ値との間の差に基づいて、差分ＣＱＩ値を生成する
ことと、
　該差分ＣＱＩ値を該基地局に送信することであって、該差分ＣＱＩ値はゼロに関して非
対称である整数の範囲内の整数である、ことと
　を含む方法。
【請求項２】
　前記差分ＣＱＩ値を送信することは、
　該差分ＣＱＩ値を表す３ビット値を送信すること
　を含む、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記差分ＣＱＩ値を表す前記３ビット値を送信することは、
　物理アップリンクコントロールチャネル（ＰＵＣＣＨ）において、該差分ＣＱＩを表す
該３ビット値を送信すること
　を含む、請求項２に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、移動通信システムでチャネル品質情報を伝送する方法に対するもので、具体
的に、周波数選択的チャネルで差分方式に基づいてチャネル品質情報のフィードバック量
を効率的に減少させて伝送する方法に対するものである。さらに、本発明は、多重送受信
アンテナ（ＭＩＭＯ）システムで差分方式に基づいてチャネル品質情報を効率的に伝送す
る方法に対するものである。
【背景技術】
【０００２】
　まず、本発明におけるチャネル品質情報を表すためのチャネル品質指示子（Ｃｈａｎｎ
ｅｌ　Ｑｕａｌｉｔｙ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ；以下、”ＣＱＩ”という。）に対して概括
的に説明する。
【０００３】
　効率的な通信のために、受信側は、チャネル情報を帰還的に知らせる必要があり、通常
、ダウンリンクのチャネル情報はアップリンクを通して伝送し、アップリンクのチャネル
情報はダウンリンクを通して伝送するようになる。このようなチャネル情報を、チャネル
品質指示子、すなわち、ＣＱＩ（Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｑｕａｌｉｔｙ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ
）という。このようなＣＱＩは、多様な方法で生成することができる。
【０００４】
　例えば、チャネル状態をそのまま量子化して伝送する方法、信号対干渉雑音比（ＳＩＮ
Ｒ）を計算して伝送する方法、及びＭＣＳ（Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　Ｃｏｄｉｎｇ　Ｓｃ
ｈｅｍｅ）のようにチャネルが実際に適用される状態を知らせる方法などがある。
【０００５】
　多様なＣＱＩの生成方法のうち、実際にはＣＱＩがＭＣＳに基づいて生成される場合が
多いので、これに対してより詳細に説明する。このような例としては、３ＧＰＰ（３ｒｄ
　Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ　Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ　Ｐｒｏｊｅｃｔ）に基づいたＨＳＤ
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ＰＡなどの伝送方式のためのＣＱＩ生成を挙げることができる。このようにＣＱＩがＭＣ
Ｓに基づいて生成される場合、具体的に、ＭＣＳは変調方式、符号化方式及びこれによる
符号化率などを含むようになる。したがって、変調方式及び符号化方式が変わると、ＣＱ
Ｉも変わるべきであるので、コードワード単位当たり最小１個のＣＱＩが必要になる。
【０００６】
　システムにＭＩＭＯが適用される場合、必要なＣＱＩの個数も変化するようになる。す
なわち、ＭＩＭＯシステムは、多重アンテナを使用して多重チャネルを生成するので、通
常、多数個のコードワードが使用可能である。したがって、これによるＣＱＩも多数個使
用すべきである。このように複数個のＣＱＩが使用される場合、これによる制御情報の量
が比例的に増加するようになる。
【０００７】
　図１は、ＣＱＩの生成及び伝送の概念図である。
【０００８】
　図１に示すように、端末１００は、ダウンリンクチャネル品質を測定し、これに基づい
て選択されたＣＱＩ値をアップリンク制御チャネルを通して基地局２００に報告するよう
になる。基地局２００は、報告されたＣＱＩにしたがってダウンリンクスケジューリング
（端末選択、資源割り当てなど）を行う。ここで、ＣＱＩ値は、チャネルのＳＩＮＲ（Ｓ
ｉｇｎａｌ　ｔｏ　Ｉｎｔｅｒｆｅｒｅｎｃｅ　ａｎｄ　Ｎｏｉｓｅ　Ｒａｔｉｏ）、Ｃ
ＩＮＲ　（Ｃａｒｒｉｅｒ　ｔｏ　Ｉｎｔｅｒｆｅｒｅｎｃｅ　ａｎｄ　Ｎｏｉｓｅ　Ｒ
ａｔｉｏ）、ＢＥＲ（Ｂｉｔ　Ｅｒｒｏｒ　Ｒａｔｅ）、ＦＥＲ（Ｆｒａｍｅ　Ｅｒｒｏ
ｒ　Ｒａｔｅ）などと、これを伝送可能データに換算した値などになり、ＭＩＭＯシステ
ムの場合、ＲＩ（Ｒａｎｋ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）、ＰＭＩ（Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ　
Ｍａｔｒｉｘ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）などが、チャネル状態を反映する情報として追
加される。
【０００９】
　一方、移動通信システムでは、チャネルの与えられたチャネル容量を最大限に使用する
ためにリンク適応を使用し、与えられたチャネルによってＭＣＳ（Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ
　ａｎｄ　Ｃｏｄｉｎｇ　Ｓｅｔ）及び伝送電力を調節する。このようなリンク適応を基
地局で行うためには、使用者は、必然的にチャネル品質情報を基地局に帰還しなければな
らない。
【００１０】
　システムが使用する周波数帯域がコヒーレンス帯域幅を超える帯域幅を有すると、一つ
の帯域幅内でチャネルの急激な変化が表れるようになる。特に、ＯＦＤＭ（Ｏｒｔｈｏｇ
ｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ）のよう
な多重搬送波システムでは、与えられた帯域幅内に多数個の副搬送波が存在するようにな
り、前記副搬送波を通して変調されたシンボルが伝送されるので、最適のチャネル伝送は
、副搬送波ごとのチャネルが伝送されることである。
【００１１】
　したがって、副搬送波が多数個である多重搬送波システムでチャネル情報の帰還量が急
激に増加するので、このような制御信号のオーバーヘッド減少に対する要求が継続的に提
起されている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　上述したような問題を解決するために、本発明は、周波数選択的チャネルでチャネル品
質情報伝送時のオーバーヘッドを減少させる方法を提供しようとする。
【００１３】
　このために、本発明では、ＣＱＩを報告するにおいて”差分ＣＱＩ報告方式（Ｄｉｆｆ
ｅｒｅｎｔｉａｌ　ＣＱＩ　Ｒｅｐｏｒｔｉｎｇ　Ｓｃｈｅｍｅ）”を用いることを考慮
する。これを行うための本発明のより具体的な目的は、より少ない量の制御情報を利用し
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ながらも、より正確なチャネル状態を表すために、上述した差分ＣＱＩを表すための差分
値の範囲、上述した差分ＣＱＩを表すための量子化方法などを規定することにある。
【００１４】
　また、本発明は、上述した周波数選択的チャネルでオーバーヘッドを減少させる方法と
、同時にまたは別途にＭＩＭＯシステムでチャネル品質情報伝送時のオーバーヘッドを減
少させる方法を提供しようとする。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　上述したような課題を解決するための本発明の一様態では、通信システムの受信機がチ
ャネル品質情報を伝送する方法を提供する。このための一実施形態では、（ａ）チャネル
品質情報報告対象になる全体の周波数帯域に対するチャネル品質情報の平均値を伝送する
段階と、（ｂ）前記受信機が前記全体の周波数帯域のうちチャネル品質の良好な順に所定
個数のサブバンドを選択し、前記選択された所定個数のサブバンドに対するチャネル品質
情報を伝送する段階とを含み、前記（ｂ）段階で、前記所定個数のサブバンドに対するチ
ャネル品質情報は、前記所定個数のサブバンドに対するチャネル品質情報から前記全体の
周波数帯域に対するチャネル品質情報の平均値を減算したサブバンド差分情報の形態で伝
送し、前記サブバンド差分情報は、０より小さい値を表す範囲よりも、０より大きい値を
表す範囲が大きくなるように設定された差分値範囲内の特定値の形態で表すことを特徴と
するチャネル品質情報伝送方法を提供する。
【００１６】
　このとき、前記（ｂ）段階で、好ましくは、前記サブバンド差分情報は、負でない値の
みを含むように設定された差分値範囲内の特定値の形態で表すことができる。
【００１７】
　また、前記（ｂ）段階で、前記サブバンド差分情報は、前記所定個数のサブバンドに対
するチャネル品質情報の平均値から前記全体の周波数帯域に対するチャネル品質情報の平
均値を減算した差分情報の形態で伝送することができる。
【００１８】
　さらに、前記通信システムは、多重アンテナ方式通信システムであり、前記受信機が、
第１チャネル及び第２チャネルを含む２個のチャネルに対するチャネル品質情報を伝送す
る場合、本発明の他の一実施形態では、前記第１チャネル及び前記第２チャネルに対する
チャネル品質情報がそれぞれ前記（ａ）段階及び前記（ｂ）段階によって、前記第１チャ
ネル及び前記第２チャネルのそれぞれのチャネル品質情報報告対象になる全体の周波数帯
域に対するチャネル品質情報の平均値、及び前記受信機が選択した所定個数のサブバンド
に対するチャネル品質情報のサブバンド差分情報を含ませて伝送することができる。
【００１９】
　このとき、前記第１チャネルの前記全体の周波数帯域に対するチャネル品質情報の第１
平均値を伝送する段階と、前記第２チャネルの前記全体の周波数帯域に対するチャネル品
質情報の平均値を前記第１平均値との空間差分情報の形態で伝送する段階とを含むことが
でき、このとき、前記空間差分情報は、０を中心に非対称であり、一側に偏るように設定
された差分値範囲内の特定値の形態で表すことが好ましい。これは、前記空間差分情報を
表すための前記差分値範囲を、前記受信機の受信方式と関係なしに共通的に設定する場合
に該当する。
【００２０】
　一方、上述したような課題を解決するための本発明の他の一様態では、多重アンテナ方
式通信システムの受信機が２以上のチャネルに対するチャネル品質情報を伝送する方法を
提供する。このための一実施形態では、前記２以上のチャネルのうち第１チャネルに対す
る第１チャネル品質情報を伝送する段階と、前記２以上のチャネルのうち前記第１チャネ
ル以外のチャネルに対する第２チャネル品質情報を前記第１チャネル品質情報との差分情
報の形態で伝送する段階とを含み、前記差分情報は、０を中心に非対称になるように設定
された差分値範囲内の特定値の形態で表すことを特徴とするチャネル品質情報伝送方法を
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提供する。
【００２１】
　このとき、前記第１チャネル品質情報及び前記第２チャネル品質情報は、第１コードワ
ード及び第２コードワードに対するチャネル品質情報を表すことができる。
（項目１）
通信システムの受信機がチャネル品質情報を伝送する方法において、
（ａ）チャネル品質情報報告対象になる全体の周波数帯域に対するチャネル品質情報の平
均値を伝送する段階と、
（ｂ）上記受信機が上記全体の周波数帯域のうちチャネル品質の良好な順に所定個数のサ
ブバンドを選択し、上記選択された所定個数のサブバンドに対するチャネル品質情報を伝
送する段階と、を含み、
上記（ｂ）段階で、
上記所定個数のサブバンドに対するチャネル品質情報は、上記所定個数のサブバンドに対
するチャネル品質情報から上記全体の周波数帯域に対するチャネル品質情報の平均値を減
算したサブバンド差分情報の形態で伝送し、
上記サブバンド差分情報は、０より小さい値を表す範囲よりも、０より大きい値を表す範
囲が大きくなるように設定された差分値範囲内の特定値の形態で表す、チャネル品質情報
伝送方法。
（項目２）
上記（ｂ）段階で、
上記サブバンド差分情報は、負でない値のみを含むように設定された差分値範囲内の特定
値の形態で表す、項目１に記載のチャネル品質情報伝送方法。
（項目３）
上記（ｂ）段階で、
上記サブバンド差分情報は、上記所定個数のサブバンドに対するチャネル品質情報の平均
値から上記全体の周波数帯域に対するチャネル品質情報の平均値を減算した差分情報の形
態で伝送する、項目１または２に記載のチャネル品質情報伝送方法。
（項目４）
上記通信システムは、多重アンテナ方式通信システムであり、
上記受信機は、第１チャネル及び第２チャネルを含む２個のチャネルに対するチャネル品
質情報を伝送し、
上記第１チャネル及び上記第２チャネルに対するチャネル品質情報は、それぞれ上記（ａ
）段階及び上記（ｂ）段階によって、上記第１チャネル及び上記第２　チャネルのそれぞ
れのチャネル品質情報報告対象になる全体の周波数帯域に対するチャネル品質情報の平均
値、及び上記受信機が選択した所定個数のサブバンド　に対するチャネル品質情報のサブ
バンド差分情報を伝送する、項目１に記載のチャネル品質情報伝送方法。
（項目５）
上記第１チャネルの上記全体の周波数帯域に対するチャネル品質情報の第１平均値を伝送
する段階と、
上記第２チャネルの上記全体の周波数帯域に対するチャネル品質情報の平均値を上記第１
平均値との空間差分情報の形態で伝送する段階と、を含む、項目４に記載のチャネル品質
情報伝送方法。
（項目６）
上記空間差分情報は、０を中心に対称にならなく、０より小さい値を表す範囲または０よ
り大きい値を表す範囲のうち何れか一側に偏るように設定された差分値範囲内の特定値の
形態で表す、項目５に記載のチャネル品質情報伝送方法。
（項目７）
上記空間差分情報を表すための上記差分値範囲は、上記受信機の受信方式と関係なしに共
通的に設定されたことを特徴とする、項目６に記載のチャネル品質情報伝送方法。
（項目８）
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多重アンテナ方式通信システムの受信機が２以上のチャネルに対するチャネル品質情報を
伝送する方法において、
上記２以上のチャネルのうち第１チャネルに対する第１チャネル品質情報を伝送する段階
と、
上記２以上のチャネルのうち上記第１チャネル以外の何れか一つ以上のチャネルに対する
第２チャネル品質情報を上記第１チャネル品質情報との差分情報の形態で伝送する段階と
、を含み、
上記差分情報は、０を中心に対称にならなく、０より小さい値を表す範囲または０より大
きい値を表す範囲のうち何れか一側に偏るように設定された差分値範囲内の特定値の形態
で表す、チャネル品質情報伝送方法。
（項目９）
上記第１チャネル品質情報及び上記第２チャネル品質情報は、第１コードワード及び第２
コードワードに対するチャネル品質情報を表す、項目８に記載のチャネル品質情報伝送方
法。
（項目１０）
上記差分値範囲は、上記受信機の受信方式と関係なしに共通的に設定されたことを特徴と
する、項目８に記載のチャネル品質情報伝送方法。　
【発明の効果】
【００２２】
　上述したような本発明の各実施形態によると、ＣＱＩを生成して伝送するにおいて、周
波数帯域選択的チャネル下で差分ＣＱＩ方式を通してＣＱＩが表現され、差分方式の基準
値が全体の該当帯域のＣＱＩ平均値であると、差分ＣＱＩを表すための差分値範囲を効率
的に設定し、より少ないビット数でも正確なチャネル品質情報を伝送することができる。
【００２３】
　具体的に、周波数選択的チャネルでＣＱＩをサブバンド差分ＣＱＩ方式で伝送すること
で、複数のサブバンドに対するＣＱＩをより効率的に伝送することができ、ＭＩＭＯシス
テムの場合、複数のチャネルに対するＣＱＩを空間差分ＣＱＩ方式で伝送することで、オ
ーバーヘッドを追加的に減少させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】ＣＱＩの生成及び伝送の概念図である。
【図２】周波数領域でＣＱＩサブバンドを選択的に設定してＣＱＩを生成する方法を説明
するための図である。
【図３】一般的な多重アンテナシステムの構成を示した図である。
【図４】受信機の受信方式による差分ＣＱＩ値の確率分布差を表したグラフである。
【図５】本発明の一実施形態によって差分チャネル情報値を量子化する方法を説明するた
めのグラフである。
【図６】本発明の一実施形態によって差分チャネル情報値を量子化する方法を説明するた
めの他のグラフである。
【図７】２個のコードワードを複数の単位周波数帯域にかけて受信した場合、各コードワ
ードに対するチャネル値の分布を例示的に示した図である。
【図８】２個のコードワードが伝送される場合、各単位周波数帯域で差分チャネル情報の
分布を表す模擬実験結果である。
【図９】既存のチャネル情報伝送方法と本発明の各実施形態に係るチャネル情報伝送方法
の伝送効率を比較するための模擬実験結果である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下、本発明に係る好適な実施形態を、添付された図面を参照して詳細に説明する。添
付された図面と一緒に以下で開示される詳細な説明は、本発明の例示的な実施形態を説明
するためのもので、本発明が実施される唯一の実施形態を表すものではない。例えば、以
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下の説明は、理解を助けるために、上述した３ＧＰＰ　ＬＴＥ（３ｒｄ　Ｇｅｎｅｒａｔ
ｉｏｎ　Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ　Ｐｒｏｊｅｃｔ　Ｌｏｎｇ　Ｔｅｒｍ　Ｅｖｏｌｕｔ
ｉｏｎ）システムに適用される具体的な例を挙げて説明するが、本発明は、３ＧＰＰ　Ｌ
ＴＥシステムだけでなく、一般的にダウンリンクチャネル品質情報のフィードバックが要
求される任意の通信システムに適用される。
【００２６】
　以下の詳細な説明は、本発明の完全な理解を提供するために具体的な細部事項を含む。
しかし、当業者は、本発明がこのような具体的な細部事項なしにも実施可能であることを
理解する。いくつかの場合、本発明の概念が曖昧になることを避けるために、公知の構造
及び装置が省略されたり、各構造及び装置の核心機能を中心にしたブロック図形式で示さ
れる。また、本明細書の全体における同一の構成要素に対しては、同一の図面符号を使用
して説明する。
【００２７】
　上述したように、本発明の一実施形態では、移動通信システムでチャネル品質情報のフ
ィードバック量を低減させ、チャネル品質指示子を生成して伝送する方法を提供しようと
する。このために、まず、一般的に、ＣＱＩ生成及び伝送においてオーバーヘッドを減少
させるために考慮される多様な方法に対してより具体的に説明する。
【００２８】
　まず、チャネル情報伝送の単位を変更する方法が可能である。例えば、ＯＦＤＭ方式で
副搬送波ごとに伝送されるチャネル情報を、多数個の副搬送波を一つの副搬送波グループ
に束ねて、前記該当のグループ単位で伝送する方法である。すなわち、２０４８個の副搬
送波を使用するＯＦＤＭ方式で１２個の副搬送波を一つに束ねて一個の副搬送波グループ
に形成すると、総１７１個の副搬送波グループが形成されるので、実際に伝送されるチャ
ネル情報の量は２０４８個から１７１個に減るようになる。
【００２９】
　本発明に対する以下の説明において、ＯＦＤＭ方式のように周波数帯域がそれぞれの副
搬送波に区分される場合、一つまたは多数の副搬送波を一つのグループに束ねて、前記副
搬送波グループ単位に分けてＣＱＩを報告する方法の基本単位を、”ＣＱＩ副搬送波グル
ープ”または”ＣＱＩサブバンド”と定義することにする。
【００３０】
　一方、周波数帯域がそれぞれの副搬送波に区分されない場合、全体の周波数帯域を一部
の周波数帯域に分けて、このように分けられた周波数帯域を基準にしてＣＱＩを生成する
ようになり、前記ＣＱＩ生成のために分けられた周波数帯域も、”ＣＱＩサブバンド”と
定義することにする。また、このようなＣＱＩサブバンドは、以後、簡単に”サブバンド
”と称することにする。
【００３１】
　次に、チャネル情報を圧縮してＣＱＩを生成する方法が可能である。例えば、ＯＦＤＭ
方式で副搬送波ごとのチャネル情報を特定の圧縮方式を使用して圧縮して伝送する方式で
ある。前記圧縮方式としては、ＤＣＴ（Ｄｉｓｃｒｅｔｅ　Ｃｏｓｉｎｅ　Ｔｒａｎｓｆ
ｏｒｍ）のような方法を考慮することができる。
【００３２】
　また、チャネル情報を生成するための該当の周波数帯域を選択してＣＱＩを生成する方
法が可能である。例えば、ＯＦＤＭ方式で全ての副搬送波ごとにチャネル情報を伝送する
のでなく、副搬送波または副搬送波グループから最も良いＭ個を選んで伝送するＢｅｓｔ
－Ｍ方式などが可能である。
【００３３】
　このような周波数帯域を選択してＣＱＩを伝送するとき、実際に伝送される部分は、大
きく二つの部分、すなわち、ＣＱＩ値部分とＣＱＩインデックス部分に分けられる。
【００３４】
　図２は、周波数領域でＣＱＩサブバンドを選択的に設定してＣＱＩを生成する方法を説
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明するための図である。
【００３５】
　図２の上部に示したグラフにおいて、横軸は周波数軸を表し、縦軸は各周波数領域での
ＣＱＩ値を表す。また、図２の上部のグラフにおいて、横軸は、複数の副搬送波がグルー
ピングされたサブバンド単位で区分されており、各サブバンド当たりにインデックスが割
り当てられていることを示している。
【００３６】
　周波数帯域選択的ＣＱＩ技法は、大きく三つの部分で構成されている。第１の段階は、
ＣＱＩを生成する周波数帯域、すなわち、ＣＱＩサブバンドを選択する段階である。第２
の段階は、前記選択された各周波数帯域のＣＱＩ値を操作して生成及び伝送する段階であ
る。第３の段階は、前記選択された周波数帯域、すなわち、各ＣＱＩサブバンドのインデ
ックスを伝送する段階である。
【００３７】
　図２では、第１の段階でＣＱＩサブバンドを選択する方法の例として、Ｂｅｓｔ－Ｍ方
式とＴｈｒｅｓｈｏｌｄ－ｂａｓｅｄ方式の例を示している。
【００３８】
　Ｂｅｓｔ－Ｍ技法は、チャネル状態の良いＭ個のＣＱＩサブバンドを選択する方法とし
て、図２に示した例では、Ｂｅｓｔ－３方式を使用してチャネル状態の良い５、６、９番
のインデックスのＣＱＩサブバンドを選択する例を示している。また、ｔｈｒｅｓｈｏｌ
ｄ－ｂａｓｅｄ方式は、定められた臨界値より高いチャネル状態を有するＣＱＩサブバン
ドを選択する技法として、図２の例では、臨界値Ｔより高い５、６番のインデックスのＣ
ＱＩサブバンドを選択する例を示している。
【００３９】
　一方、図２では、第２の段階で各ＣＱＩ値を生成及び伝送する方法の例として、個別伝
送方式と平均伝送方式の例を示している。個別伝送方式は、第１の段階で選択されたＣＱ
Ｉサブバンドの全てのＣＱＩ値を伝送する方法である。したがって、個別伝送方式では、
前記選択されたＣＱＩサブバンドの数が多くなるほど、伝送すべきＣＱＩ値も多くなる。
一方、平均伝送方法は、前記選択されたＣＱＩサブバンドの各ＣＱＩ値の平均を伝送する
方法である。したがって、平均伝送方法は、前記選択されたＣＱＩサブバンドの数と関係
なしに、伝送するＣＱＩ値が一つになる長所がある反面、多様なＣＱＩサブバンドの平均
を伝送することで、正確度が低下するという短所がある。ここで、平均を算定する方法は
、単純な算術平均方式であるか、チャネル容量を考慮した平均方式である。
【００４０】
　図２では、前記第２の段階でのＣＱＩ生成及び伝送方法を、第１の段階でＢｅｓｔ－３
方式によってＣＱＩサブバンド５、６、９が選択された例を挙げて説明している。すなわ
ち、第２の段階で個別伝送方法による場合、サブバンド５、６、９のそれぞれのＣＱＩ値
である７、６、５が個別的に生成／伝送され、平均伝送方法による場合、サブバンド５、
６、９のそれぞれのＣＱＩ値が算術平均された６が生成／伝送される例を示している。
【００４１】
　図２では、第３の段階でＣＱＩサブバンドのインデックスを伝送する方法の例として、
ビットマップインデックス方式と、一般的な組み合わせインデックス（Ｃｏｍｂｉｎａｔ
ｏｒｉａｌ　ｉｎｄｅｘ）方式を例として示している。ビットマップインデックス方式と
は、全てのＣＱＩサブバンドごとに１個のビットを割り当て、該当のＣＱＩサブバンドが
使用されると１を、該当のＣＱＩサブバンドが使用されないと０を割り当てる方式として
、どのＣＱＩサブバンドが使用されるかを表す方式を意味する。このようなビットマップ
インデックス方式は、全てのＣＱＩサブバンドの数だけのビット数が必要であるという短
所を有する反面、使用されるＣＱＩサブバンドの数と関係なしに、常に一定の数のビット
数を通して表すことができるという長所を有する。一方、組み合わせインデックス方式と
は、使用されるＣＱＩサブバンドの数を定めて、全てのＣＱＩサブバンドのうち使用され
るＣＱＩサブバンドの数だけの組み合わせの場合をそれぞれのインデックスにマッピング
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させて表す方式である。より詳細に説明すると、総Ｎ個のＣＱＩサブバンドが存在し、前
記Ｎ個のうちＭ個のＣＱＩサブバンドインデックスがＣＱＩ生成に使用される場合、可能
な組み合わせの総数は下記の通りである。
【００４２】
【数１】

　前記数学式１の場合の数を表すためのビット数は、下記の数学式２を通して決定するこ
とができる。
【００４３】
【数２】

　図２の例において、総１１個のＣＱＩサブバンドのうち３個のＣＱＩサブバンドを選択
する方法であるので、可能な場合の数は１１Ｃ３＝１６５個で、前記１６５個を表すため
のビット数は８ビットである。
【００４４】

【化１】

　このような説明に基づいて、以下では、差分方式に基づいてＣＱＩを伝送する方法を、
周波数選択的チャネルで各サブバンドのＣＱＩ伝送に適用する第１様態と、ＭＩＭＯシス
テムで空間的に２以上のチャネルに対するＣＱＩ伝送に適用する第２様態とに区分して説
明する。
【００４５】
　第１様態－サブバンド差分ＣＱＩ伝送方法
　以下で説明する本発明の一実施形態では、上述したＣＱＩ生成及び伝送方式のうちＢｅ
ｓｔ－Ｍ方式に基づいてＣＱＩを生成及び伝送し、Ｍ個のサブバンドに対して伝送される
ＣＱＩ値を全体帯域に対するＣＱＩ値との差分情報の形態で伝送し、オーバーヘッドを減
少させる方法を説明する。
【００４６】
　周波数帯域選択的ＣＱＩ生成において、各帯域のＣＱＩ値を表すときに差分方式の適用
が可能である。詳細に説明すると、まず、全体のＣＱＩ報告対象になる周波数帯域の各Ｃ
ＱＩ値の平均値を求めて、前記平均値を基準としてそれぞれ受信側によって選択された周
波数帯域の各ＣＱＩ値を表すことが可能である。すなわち、前記選択された各周波数帯域
の各ＣＱＩ値を、基準値と平均ＣＱＩ値との差のみを通して表す方法が可能である。
【００４７】
　また、このように差分方式を使用する場合には、平均値と各ＣＱＩ値との間に相関関係
が存在すると、より少ない量の差分値のみでも効果的にＣＱＩ値を表現することが可能で
、本発明の一実施形態では、このように選択されたサブバンドに対するＣＱＩ値と全体帯
域に対する平均ＣＱＩとの相関関係を用いて、差分情報をより少ないビット数でも表すこ
とができるように設定する方法を提案しようとする。
【００４８】



(10) JP 2010-22051 A 2010.1.28

10

20

30

40

50

　本実施形態において、周波数選択的ＣＱＩは、差分方式を使用して全体平均を基準にし
て各差値で表すと仮定する。周波数選択的ＣＱＩ方法のために受信側が選択する各ＣＱＩ
サブバンドは、基本的にチャネル状態が相対的に良い帯域のみを選択する。したがって、
前記選択された各ＣＱＩサブバンドの各ＣＱＩ値は、全体の平均ＣＱＩ値より大きくなる
可能性が非常に高い。もちろん、厳密に言うと、全体のＣＱＩサブバンドの数より、選択
する各ＣＱＩサブバンドの数が少ないほど、選択された各ＣＱＩサブバンドの各ＣＱＩ値
が全体の平均ＣＱＩ値より大きくなる確率が高い。通常、周波数選択的ＣＱＩ方法は、広
い帯域のうち少数の良い帯域のみを選ぶ場合がほとんどであるので、選択されたＣＱＩサ
ブバンドの各ＣＱＩ値は、全体の平均ＣＱＩ値より大きいと言える。
【００４９】
　例えば、図２のＢｅｓｔ－３の例で選択されたサブバンド５、６及び９に対するＣＱＩ
値を伝送する方法を説明する。図２の例で、ＣＱＩ伝送対象になる全体の周波数帯域に対
する平均ＣＱＩ値は、３（＝（０＋１＋２＋１＋４＋７＋６＋３＋４＋５＋０）／１１）
である。したがって、Ｂｅｓｔ－３方式によって受信側で選択されたサブバンド５、６、
及び９でのＣＱＩ値である７、６及び５は、３との差分値の形態で４、３及び２と一緒に
伝送され、これは全てが正の値を有することが分かる。
【００５０】
　したがって、上記のように周波数選択的ＣＱＩ方式で基準値として全体の平均ＣＱＩ値
を使用した場合、差分情報を表すための差値範囲を設定するとき、特定の方向性が考慮さ
れる。詳細に説明すると、一般的に受信側で選択したＣＱＩサブバンドの各ＣＱＩ値は、
基準値である全体の平均ＣＱＩ値より大きいと言えるので、差分値も０より大きいか、そ
れと同じ値を表すようになることが一般的である。したがって、差分値を表すための差分
値範囲を設定するとき、負でない値のみを考慮することが効率的であり、本実施形態では
、このような方式で差分値範囲を設定し、受信側で選択した各サブバンドのＣＱＩをこの
ような差分値範囲内の特定値の形態で伝送する方法を提案する。
【００５１】
　簡単な例を挙げると、差分方式のために３ビットが割り当てられる場合、８個の値を設
定することが可能であるので、負と正の値を全て考慮するときの差分値設定範囲を［－３
　－２　－１　０　１　２　３　４］のように設定することが可能である。しかし、０以
上の値のみを考慮するなら、差分値設定範囲が［０　１　２　３　４　５　６　７］のよ
うに設定可能であるので、与えられたビットを使用して、より広い領域を表すことが可能
である。
【００５２】
　したがって、本実施形態では、周波数帯域選択的ＣＱＩ伝送方式で差分ＣＱＩ方式が使
用され、基準値が全体のＣＱＩ報告対象帯域のＣＱＩ平均値であると、差分ＣＱＩを表す
ための差値設定において負でない領域のみを考慮する方法を提示する。
【００５３】
　一方、前記方法は、選択された周波数帯域のＣＱＩをそれぞれ伝送する方法だけでなく
、選択された周波数帯域の各ＣＱＩ値の平均を出して伝送するときにもそのまま適用可能
である。すなわち、選択された周波数帯域の各ＣＱＩ値の平均を、全体の該当の周波数帯
域の各ＣＱＩ値の平均値との差値を通して表す方法にも適用可能である。
【００５４】
　すなわち、図２の例と同様に、Ｂｅｓｔ－３方式によって受信側によって選択されたサ
ブバンド５、６及び９のＣＱＩ値７、６及び５を、それぞれ全体の平均ＣＱＩ値である３
との差分値（４、３及び２）として伝送する方式の以外に、サブバンド５、６及び９のＣ
ＱＩ値の平均値である６から全体の帯域に対するＣＱＩ平均値３を減算した３を伝送する
方式も可能である。
【００５５】
　上述した実施形態では、極端な場合として、差分ＣＱＩを表すための差分値範囲の設定
時、負でない値のみに設定した。しかし、上述したように、全体の該当の帯域幅と選択さ
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れた帯域幅との差が大きくないと、差分ＣＱＩ値が正の値を有する確率が低くなる。した
がって、より安定した差値範囲を設定するためには、正の値を主に考慮し、負の値も一部
考慮することが可能である。すなわち、差分ＣＱＩのための差値範囲の設定時に、正と負
の範囲を、０を基準にして対称的でなく、０を基準にして正に偏った非対称的な範囲に割
り当てて考慮する効率的な方法をより一般的な方法として提案する。
【００５６】
　一方、上述した方法も、選択された周波数帯域のＣＱＩをそれぞれ伝送する方法だけで
なく、選択された周波数帯域の各ＣＱＩ値の平均を出して伝送する方法にもそのまま適用
可能である。すなわち、選択された周波数帯域の各ＣＱＩ値の平均を、全体の該当の周波
数帯域の各ＣＱＩ値の平均値との差値を通して表す方法にも適用可能である。
【００５７】
　第２様態－空間差分ＣＱＩ伝送方法
　以下で説明する本発明の実施形態では、上述したサブバンド差分ＣＱＩ伝送方式と、同
時にまたは独立的に複数のチャネルに対するＣＱＩを何れか一つのチャネルに対するＣＱ
Ｉを基準にして差分値形態で伝送することで、オーバーヘッドを減少させる方法を説明す
る。このために、まず、本実施形態が適用されるＭＩＭＯシステムに対してより具体的に
説明する。
【００５８】
　簡単に言うと、ＭＩＭＯは、”Ｍｕｌｔｉ－Ｉｎｐｕｔ　Ｍｕｌｔｉ－Ｏｕｔｐｕｔ”
の略語で、現在までの１個の送信アンテナと１個の受信アンテナの使用から脱皮し、多重
送信アンテナと多重受信アンテナを採択して送受信データ効率を向上できる方法をいう。
すなわち、無線通信システムの送信端または受信端で多重アンテナを使用し、容量増大ま
たは性能改善を試みる技術である。
【００５９】
　要約すると、ＭＩＭＯ技術は、一つの全体のメッセージを受信するために単一のアンテ
ナ経路に依存せず、多様なアンテナで受信された断片的なデータ片を一つに集めて完成す
る技術を応用したものである。このようなＭＩＭＯ技術によると、特定の範囲でデータ伝
送速度を向上させたり、特定のデータ伝送速度に対してシステム範囲を増加させることが
できる。すなわち、ＭＩＭＯ技術は、移動通信端末と中継器などに幅広く使用できる次世
代の移動通信技術である。
【００６０】
　このようなＭＩＭＯ技術は、データ通信拡大などによって限界状況に至った移動通信の
伝送量限界を克服できる次世代の技術として関心を集めている。次世代の移動通信は、既
存の移動通信に比べて遥かに高いデータ伝送率を要求するので、上述したような効率的な
ＭＩＭＯ技術が必ず必要であると予想される。
【００６１】
　現在研究されている多様な伝送効率向上技術のうち送／受信端の全てに多数のアンテナ
を使用するＭＩＭＯ技術は、追加的な周波数割り当てや電力増加なしに、通信容量及び送
受信性能を画期的に向上できる方法として現在最も大きな注目を受けている。
【００６２】
　図３は、一般的な多重アンテナシステムの構成を示した図である。
【００６３】
　図３のように、送／受信端でアンテナの数を同時に増加させると、送信機や受信機のみ
で多数のアンテナを使用する場合と異なり、アンテナ数に比例して理論的なチャネル伝送
容量が増加するので、周波数効率を画期的に向上させることができる。
【００６４】
　９０年代中半にＭＩＭＯシステムの理論的容量増加が証明された後、これを実質的なデ
ータ伝送率向上に導き出すための多様な技術が現在まで活発に研究されており、これらの
うちいくつかの技術は、既に３世代の移動通信と次世代の無線ＬＡＮなどの多様な無線通
信の標準に反映されている。



(12) JP 2010-22051 A 2010.1.28

10

20

30

40

50

【００６５】
　現在までの多重アンテナと関連した研究動向を見ると、多様なチャネル環境及び多重接
続環境での多重アンテナ通信容量計算などと関連した情報理論側面研究、ＭＩＭＯシステ
ムの無線チャネル測定及び模型導出研究、そして、伝送信頼度向上及び伝送率向上のため
の時空間信号処理技術研究などの多様な観点で活発な研究が進行されている。
【００６６】
　ＭＩＭＯ技術には、多様なチャネル経路を通過した各シンボルを用いて伝送信頼度を高
める”空間ダイバーシティ”方式と、多数の送信アンテナを用いて多数のデータシンボル
を同時に送信して伝送率を向上させる”空間マルチプレキシング”方式がある。また、こ
れら二つの方式を適切に結合し、それぞれの長所を適切に得ようとする方式に対する研究
も最近活発に行われている。
【００６７】
　以下、各方式に対してより具体的に説明する。
【００６８】
　第一に、空間ダイバーシティ方式の場合には、時空間ブロック符号系列と、ダイバーシ
ティ利得と符号化利得を同時に用いる時空間トレリス符号系列方式とがある。一般的に、
ビットエラー率改善性能と符号生成自由度の面ではトレリス符号方式が優秀であるが、演
算複雑度の面では時空間ブロック符号が簡単である。空間ダイバーシティー利得は、送信
アンテナ数と受信アンテナ数との積に該当する量を得ることができる。一方、”時空間符
号化方式”は、時間の代わりに周波数領域で考慮すると、”周波数空間符号化方式”と見
る
ことができ、適用する符号化方式としては同一の方式をそのまま使用すればよい。
【００６９】
　第二に、空間マルチプレキシング技法は、各送信アンテナで互いに異なるデータ列を送
信する方法であるが、このとき、受信機では、送信機から同時に伝送されたデータ間に相
互干渉が発生するようになる。受信機では、この干渉を適切な信号処理技法を用いて除去
した後で受信する。ここで使用される雑音除去方式には、最大尤度（ｍａｘｉｍｕｍ　ｌ
ｉｋｅｌｉｈｏｏｄ）受信機、ＺＦ受信機、ＭＭＳＥ受信機、Ｄ－ＢＬＡＳＴ、Ｖ－ＢＬ
ＡＳＴなどが使用され、特に、送信端でチャネル情報を知ることができる場合には、特異
値分解（Ｓｉｎｇｕｌａｒ　Ｖａｌｕｅ　Ｄｅｃｏｍｐｏｓｉｔｉｏｎ：ＳＶＤ）方式な
どを使用することができる。
【００７０】
　第三に、上述したような空間ダイバーシティと空間マルチプレキシングとの結合技法を
挙げることができる。空間ダイバーシティ利得のみを得る場合、ダイバーシティ次数の増
加による性能改善利得が徐々に飽和され、空間マルチプレキシング利得のみを得る場合、
無線チャネルでの伝送信頼度が低下する。これを解決するとともに、二つの利得を全て得
る方式が研究されており、時空間ブロック符号（Ｄｏｕｂｌｅ－ＳＴＴＤ）、時空間ＢＩ
ＣＭ（ＳＴＢＩＣＭ）などの方式がある。
【００７１】
　一方、一般的な通信システムでは、チャネルにおけるエラーを受信端で訂正するために
、送信端から送る情報を順方向エラー訂正符号を使用して符号化した後で伝送するように
なる。受信端では、受信信号を復調した後、エラー訂正符号の復号化過程を経た後、伝送
情報を復元するようになる。このような復号化過程で、チャネルによって生じた受信信号
上のエラーを訂正するようになる。
【００７２】
　全てのエラー訂正符号には、チャネルエラー訂正時に最大に訂正可能な限界がある。す
なわち、受信信号が該当のエラー訂正符号の持つ限界を超えるエラーを有している場合、
受信端では、エラーのない情報に復号できなくなる。したがって、受信端では、復号した
情報へのエラー有無を判断する根拠が必要になる。このように、エラー訂正符号化過程と
別途に、エラー検出のために特別な形態の符号化過程が必要である。このようなエラー検
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出符号としては、一般的にＣＲＣ（Ｃｙｃｌｉｃ　Ｒｅｄｕｎｄａｎｃｙ　Ｃｈｅｃｋ　
ｃｏｄｅ）が広く使用される。
【００７３】
　ＣＲＣは、エラー訂正でなく、エラー検出のために使用する符号化方法の一つである。
一般的には、伝送情報をＣＲＣを使用して符号化した後、ＣＲＣ符号化された情報にエラ
ー訂正符号を使用する方式で使用する。このようにＣＲＣとエラー訂正符号が適用されて
符号化された一個の単位を、コードワードという。
【００７４】
　一方、多数個の伝送情報が重なって受信される場合には、干渉除去方式の受信機を使用
して性能向上を期待することができる。多数個の伝送情報が重なって受信される場合を例
に挙げると、多重アンテナ（ＭＩＭＯ）技術が使用されたり、多重使用者受信（Ｍｕｌｔ
ｉｕｓｅｒ　Ｄｅｔｅｃｔｉｏｎ）技術が使用されたり、多重コード技術が使用される場
合などがある。以下、干渉除去構造を簡単に説明する。一旦、多数個の情報が重なった全
体の受信信号から一番目の情報を復調／復号した後、全体の受信信号から一番目の情報と
関連した情報を除去する。このように、受信信号から一番目の情報が除去された信号を有
して、二番目の信号を復調／復号するようになる。三番目の信号の復調／復号は、最初の
受信信号から一番目の情報と二番目の情報が除去された信号を有して行う。四番目以後の
各信号は、上記の過程を反復して行うことで復調／復号される。このような干渉除去方式
を使用するためには、受信信号から除去する復調／復号された信号にエラーがあってはな
らない。エラーがある場合、その後の全ての信号の復調／復号時に、継続的に悪い影響を
及ぼすエラー伝播現象が起きるようになる。
【００７５】
　多重アンテナ技術でも、上述した干渉除去技術を使用可能である。このような干渉除去
技術を使用するためには、まず、多数個の伝送情報が多重アンテナにかけて重なって伝送
されるべきである。すなわち、空間マルチプレキシング技術が使用された場合、各伝送情
報を検出しながら干渉除去技術を使用することができる。
【００７６】
　しかしながら、上述したように、干渉除去時に生じるエラー伝播現象を最小化するため
には、除去する復調／復号された信号のエラー可否を判別した後、選択的に干渉を除去す
ることが好ましい。このように各伝送情報のエラー有無を判断するための実践的な手段と
しては、上述したＣＲＣがある。通常、ＣＲＣ符号化を通過した互いに区分される情報の
単位は、上述したコードワードであると言える。したがって、より実践的な方法として干
渉除去技術を使用するためには、伝送情報の数が多数個でなければならないとともに、コ
ードワードの数も多数個でなければならない。
【００７７】
　一方、フェーディング（ｆａｄｉｎｇ）チャネルは、よく知られた無線通信システムの
性能低下をもたらす主要原因である。時間、周波数、空間によってチャネル利得値が変わ
り、チャネル利得値が低いほど、性能低下が深刻になる。フェーディングを克服できる方
法の一つであるダイバーシティは、多数個の独立的なチャネルが全て低い利得値を有する
確率が非常に低いという事実を用いる。多様なダイバーシティ方式のうち、ここで紹介し
ようとするものは、多重使用者ダイバーシティである。セル内に多数の使用者がいるとき
、各使用者のチャネル利得値は互いに確率的に独立であるので、彼らが全て低い利得値を
有する確率は非常に小さい。情報理論によると、基地局の送信電力が充分であると、セル
内に多数の使用者がいるとき、最も高いチャネル利得値を有する使用者にチャネルを全て
割り当てると、チャネルの総容量を最大化することができる。このようなマルチユーザー
ダイバーシティは、再び三つに区分することができる。
【００７８】
　第一に、時間的マルチユーザーダイバーシティは、時間によってチャネルが変わる場合
、そのときごとに、最も高い利得値を有する使用者にチャネルを割り当てる方式である。
【００７９】
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　第二に、周波数的マルチユーザーダイバーシティは、ＯＦＤＭ（Ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌ
　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ）のような周波数
多重搬送波システムで各周波数帯域で最大の利得値を有する使用者に副搬送波を割り当て
る方式である。多重搬送波を使用しないシステムでチャネルが非常にゆっくり変わる場合
、最も高いチャネル利得値を有する使用者が、チャネルを長い時間の間独占するようにな
るので、他の使用者は通信不可能になる。この場合、マルチユーザーダイバーシティを用
いるためには、チャネルの変化を誘導する必要がある。
【００８０】
　第三に、空間的マルチユーザーダイバーシティは、通常、空間によって使用者たちの他
のチャネル利得値を用いる方法として、この具現例としてはＲＢＦ（Ｒａｎｄｏｍ　Ｂｅ
ａｍｆｏｒｍｉｎｇ）などを挙げることができる。ＲＢＦは、”ｏｐｐｏｒｔｕｎｉｓｔ
ｉｃ　ｂｅａｍｆｏｒｍｉｎｇ”ともいい、送信端で多重アンテナを使用して任意の加重
値でビームフォーミングをすることで、チャネルの変化を誘導する技術である。
【００８１】
　一方、３ＧＰＰ　ＬＴＥでは、ＭＩＭＯで最大２個のコードワードが使用可能であり、
このとき、２個のＣＱＩが必要になる。このようなＣＱＩの伝送量を減らすために、差分
ＣＱＩ（”Ｄｉｆｆｅｒｅｎｔｉａｌ　ＣＱＩ”または”Ｄｅｌｔａ　ＣＱＩ”）という
概念が紹介された。すなわち、１個のＣＱＩは正常的に伝送する反面、他の１個のＣＱＩ
は最初のＣＱＩとの差のみを伝送するようになる。すなわち、変復調方式での差分変調と
類似した方法を使用するようになる。しかしながら、現在の３ＧＰＰ　ＬＴＥでは、上述
した差分ＣＱＩ報告方式を行うために差分ＣＱＩ値をどの範囲内で表すように設定するか
、また、差分ＣＱＩ値を量子化して伝送する場合、具体的な量子化方法はどのように設定
するかに対して具体的に決定されていない。
【００８２】
　したがって、本発明の第２様態では、まず、上述した差分ＣＱＩ値をどの範囲で表すか
を設定する方法、及びこれによってチャネル情報を伝送する方法に対して説明する。この
ときの差分ＣＱＩは、２個のチャネル、具体的に、２個のコードワードに対するＣＱＩ値
間の差分情報を表し、第１様態で各サブバンドのＣＱＩ値間の差分情報を表すサブバンド
差分ＣＱＩとは区分される。以下では、このような複数のチャネルまたはコードワードに
対するＣＱＩ値間の差分情報を、”空間差分ＣＱＩ”と称する。また、混同がない場合、
本様態で称する差分情報または差分ＣＱＩは、空間差分情報または空間差分ＣＱＩを表す
と仮定する。
【００８３】
　また、本発明の第２様態では、上述した差分ＣＱＩ値を量子化して表す場合、どの方式
で量子化して前記差分ＣＱＩ値を表すかに対して説明し、複数の単位周波数帯域を通して
信号を受信した場合、前記差分ＣＱＩ値の情報量を追加的に減少させる方法に対しても説
明する。
【００８４】
　本実施様態では、ＭＩＭＯシステムで差分ＣＱＩ値が表れる範囲を設定するにおいて、
差分ＣＱＩ値の確率分布を考慮して決定することを提案する。このための具体的な一実施
形態では、ＭＩＭＯシステムで差分ＣＱＩ値の確率分布が受信機の受信方式によって変わ
り得ることに注目し、これによって差分ＣＱＩ値を表すための範囲を設定することを提案
する。このために、まず、ＭＩＭＯシステムでの受信端の受信方式に対して説明する。
【００８５】
　一般的に、ＭＩＭＯシステムの受信方式としては、まず、最も最適なＭＬ（Ｍａｘｉｍ
ｕｍ　Ｌｉｋｅｌｉｈｏｏｄ）方式を考慮することができる。しかしながら、ＭＩＭＯシ
ステムの使用によって、送信信号が空間上にも拡張されることで、ＭＬのための全体の場
合の数が指数的に増加し、実際のシステムにおいて、ＭＬ方式の適用は複雑度側面で大き
な問題を引き起こす。
【００８６】
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　準最適な方法としては、第一にＭＭＳＥ（Ｍｉｎｉｍｕｍ　Ｍｅａｎ　Ｓｑｕａｒｅ　
Ｅｒｒｏｒ）方式、第二にＭＭＳＥにＳＩＣ（Ｓｕｃｃｅｓｓｉｖｅ　Ｉｎｔｅｒｆｅｒ
ｅｎｃｅ　Ｃａｎｃｅｌｌａｔｉｏｎ）まで適用された方式を考慮することができる。時
空間上のＭＩＭＯシンボルを検出するために、ＭＬでないＭＭＳＥ方式の受信機を使用す
ると、複雑度側面で多くの利得をもたらすことができる。しかしながら、ＭＭＳＥのみを
使用する場合には、性能がＭＬに比べて大いに劣化する。このような性能劣化を減少する
ために、ＭＭＳＥにＳＩＣを結合した方式を考慮することができる。すなわち、まず、検
出された各信号を干渉除去方式によって除去することで、以後に検出される信号のＳＩＮ
Ｒを高めて性能向上を試みるようになる。
【００８７】
　表記の便宜のために、以下では、ＭＭＳＥにＳＩＣまで適用された方式をＭＭＳＥ＋Ｓ
ＩＣ方式と表すことにし、混乱の余地がない場合にはＳＩＣと略して表すことにする。
【００８８】
　上述したように、受信端の信号受信方式の差によってＣＱＩの確率分布が変わり得る。
このようなＣＱＩの差をより定量的に知るために、次のような模擬実験を行うことにする
。すなわち、送受信アンテナの個数がそれぞれ４個であるＭＩＭＯシステムで、３０ｋｍ
／ｈの移動体速度を有して、ＴＵチャネル環境で２個のコードワードが伝送される場合、
受信方式によるコードワードのＣＱＩを比較してみる。ここで、ＣＱＩは、１ｄＢ間隔で
量子化されると仮定する。
【００８９】
　また、ＳＩＣの場合には、今後、特別な言及がない限り、一番目のコードワードを検出
した後、二番目のコードワードを検出することを基本的に仮定する。一方、二つの受信方
式によるＣＱＩ差をより明確に知るために、図３では、二番目のコードワードのＣＱＩか
ら一番目のコードワードのＣＱＩを減算した差を表示した。このようなＣＱＩの差をＣＱ
ＩＤｅｌｔａと表記し、これを次のように表すことができる。
【００９０】
【数３】

　ただし、システムによって、空間差分ＣＱＩは、前記数式３と異なり、一番目のコード
ワードに対するＣＱＩ値から二番目のコードワードに対するＣＱＩ値を減算した値で表す
こともできる。この場合のＣＱＩＤｅｌｅｔａは、前記数式３によって表されるＣＱＩＤ

ｅｌｅｔａと符号が反対になることを除けば、以下で説明する内容と同一の方式または対
称になる方式で適用可能であるが、これに対する説明は省略する。
【００９１】
　図４は、受信機の受信方式による差分ＣＱＩ値の確率分布差を表したグラフである。
【００９２】
　具体的に、図４の（ａ）は、ＭＭＳＥ方式の受信機が使用された場合、多様なＳＩＮＲ
条件下でＣＱＩＤｅｌｔａの確率分布値を表し、図４の（ｂ）は、ＭＭＳＥ＋ＳＩＣ方式
の受信機が使用される場合、多様なＳＩＮＲ条件下でＣＱＩＤｅｌｔａの確率分布値を表
す。
【００９３】
　図４に示すようなＣＱＩＤｅｌｔａの確率分布を通して、次のような事実を観察するこ
とができる。すなわち、ＭＭＳＥ方式の受信機を用いる場合、二つのコードワード間のＣ
ＱＩ差が０を基準にして対称的に分布されている反面、ＭＭＳＥ＋ＳＩＣ方式の受信機を
用いる場合には、ＣＱＩＤｅｌｔａ値が正（＋）の値に偏っていることが分かる。
【００９４】
　これは、理論的にも当然の結果である。なぜなら、ＳＩＣ方式を使用する受信機の場合
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、二番目のコードワードを検出するときに一番目のコードワードからの干渉が除去される
ことで、二番目のコードワードのＣＱＩが大きくなる可能性が大きい。すなわち、一般化
すると、ＳＩＣ方式が適用される場合、検出過程が後に位置するほどＣＱＩが良くなる確
率が大きくなる。したがって、ＣＱＩＤｅｌｔａも、０より大きい値を有する確率分布が
多くなる。
【００９５】
　一般的に、空間差分ＣＱＩの方式において、一番目のＣＱＩはチャネル品質を表すため
の情報を全て伝送し、その後のＣＱＩは、以前のＣＱＩとの差であるＣＱＩＤｅｌｔａの
みを伝送する。このようなＣＱＩＤｅｌｔａの伝送量が減少するためには、元のＣＱＩよ
り小さいビットを使用して表すようになる。したがって、同一のビットを使用してＣＱＩ

Ｄｅｌｔａを効率的に使用するためには、ＣＱＩＤｅｌｔａが表す区間をよく設定しなけ
ればならない。
【００９６】
　例を挙げて説明すると、図４の（ａ）において、二番目のＣＱＩの元の値をＣＱＩＤｅ

ｌｔａを使用せずにそのまま正常的に伝送する場合には、［－１０、１０］の区間である
２１（＝１０＋１＋１０）段階を表すべきであるので、４．３９ビット（＝ｌｏｇ２（２
１））が必要である。その反面、ＣＱＩＤｅｌｔａを伝送する場合には、［－６、６］の
区間である１３（＝６＋１＋６）段階で充分であるので、３．７０ビット（＝ｌｏｇ２（
１３））のみが必要である。したがって、ＣＱＩＤｅｌｔａを使用して、必要な伝送ビッ
ト数が約０．６９ビットだけ減少することができる。
【００９７】
　他の例として、図４の（ｂ）の場合には、ＣＱＩＤｅｌｔａの範囲選定において、０を
基準にして非対称的に［－４、１０］区間程度に選択することが効率的である。すなわち
、このときには、３．９０ビット（＝ｌｏｇ２（４＋１＋１０））が要される。
【００９８】
　上記の各例から、受信方式によってＣＱＩＤｅｌｔａの確率分布が変わるので、ＣＱＩ

Ｄｅｌｔａの確率分布によってＣＱＩＤｅｌｔａを表すための範囲を効率的に選択するこ
とが、必要伝送ビット数を減少するにおいて非常に重要であることが分かる。
【００９９】
　本発明の一実施形態では、結論的に次のような方式を用いることができる。すなわち、
ＣＱＩＤｅｌｔａの分布が０を基準にして対称的になる場合（例えば、ＭＭＳＥ受信方式
を用いる場合）には、ＣＱＩＤｅｌｔａの範囲を選定するにおいて０を基準にして対称的
に設定するようにし、ＣＱＩＤｅｌｔａの分布が０を基準にして非対称的になる場合（例
えば、ＭＭＳＥ＋ＳＩＣ受信方式の場合）には、ＣＱＩＤｅｌｔａの範囲を０を基準にし
て非対称的に設定することが合理的である。
【０１００】
　一方、ＣＱＩは、実際には何れの方式によっても量子化されて伝送されるので、上述し
たＣＱＩＤｅｌｔａの範囲は、送受信端で予め正確に知っていなければならない。したが
って、ＣＱＩＤｅｌｔａの範囲は、送受信端で予め約束すべきである。上述したような実
施形態において、受信端で用いられる受信方式に対する情報は、送受信端間の初期伝送開
始段階で行われる各主体の性能情報交換段階で送信端に伝達される。例えば、受信端が使
用者機器（ＵＥ）である場合、通信開始段階で報告されるＵＥ性能報告段階で上述した受
信方式のうち何れの方式が用いられるかに対する報告が基地局に行われ、受信端が基地局
である場合、基地局の受信方式に対して放送チャネル（ＢＣＨ）などを通して端末に知ら
せることができる。ただし、本実施形態においては、受信端の受信方式に対する情報を送
信端に伝達する任意の方法が全て用いられ、受信端が用いる受信方式に対する情報を送信
端に伝達する具体的な方法は、特定の方法に限定されて解析される必要がない。したがっ
て、各受信機の互いに異なる受信方法によってそれぞれ異なるＣＱＩＤｅｌｔａを表すた
めの範囲を、使用者ごとに互いに異なるように選択することも可能である。
【０１０１】
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　一方、本発明の他の一実施形態では、上述した実施形態と異なり、受信端の受信方式と
関係なしに共通的に用いられるようにチャネル情報の差分値の範囲を設定する方法を提案
する。この場合にも、チャネル情報の差分値の確率分布は受信端で用いられる受信方式に
よって変わるので、受信端で用いられる全ての受信方式を考慮してチャネル情報の差分値
範囲を設定するようにする。以下、本実施形態に対してより具体的に説明する。
【０１０２】
　上述したように、ＣＱＩＤｅｌｔａの範囲は、送受信端で予め正確に知っていなければ
ならなく、これによって、ＣＱＩＤｅｌｔａの範囲は送受信端で予め約束すべきである。
しかしながら、ＣＱＩＤｅｌｔａの範囲は、基本的に受信機の受信方式によって決定され
るが、ＭＩＭＯシステムでは多様な方式の受信機が使用される。この場合、各受信機が用
いる受信方式ごとにＣＱＩＤｅｌｔａの範囲を異なるように選択すると、ＭＩＭＯシステ
ム観点では非常に複雑になり得る。
【０１０３】
　したがって、本実施形態では、受信機の受信方式の差によるＣＱＩＤｅｌｔａの分布と
関係なしに同一のＣＱＩＤｅｌｔａの範囲を使用し、このような複雑度を減少させること
ができる。より正確に表現すると、本実施形態では、受信機の受信方式の差によるＣＱＩ

Ｄｅｌｔａの分布を全て考慮し、共通的なＣＱＩＤｅｌｔａの範囲を設定する方式を提案
する。
【０１０４】
　このとき、共通的に適用されるチャネル情報差の範囲を定めるにおいて、共通範囲での
ＣＱＩＤｅｌｔａの分布が、受信端が用ることのできる全ての受信方式に対して予め定め
られた確率値以上になるように定めることができる。このようになると、各受信方式ごと
に最小限に定められた確率値以上にＣＱＩＤｅｌｔａの分布を表すように定めることがで
きるという長所がある。
【０１０５】
　多様な受信機によるＣＱＩＤｅｌｔａの分布が変わるとしても、ＣＱＩＤｅｌｔａの範
囲を共通に使用する場合において、ＣＱＩＤｅｌｔａの範囲設定に関してより詳細に説明
する。
【０１０６】
　例を挙げて説明すると、図４の場合、図４の（ａ）と図４の（ｂ）に同時に適用可能な
ＣＱＩＤｅｌｔａの範囲は［－６、１０］である。この場合にも、４．０８ビット（＝ｌ
ｏｇ２（１７））が要されることで、ＣＱＩＤｅｌｔａの使用による利得が相変らず存在
する。
【０１０７】
　上記の例から、ＣＱＩＤｅｌｔａの範囲を各受信端が用いる受信方式と関係なしに同一
に適用する場合にも、各受信方式によるＣＱＩＤｅｌｔａの全体分布を考慮してＣＱＩＤ

ｅｌｔａの範囲を効率的に選択することが、必要伝送ビット数を減少するにおいて非常に
重要であることが分かる。
【０１０８】
　したがって、本実施形態では、次のような方式を提案する。ＣＱＩＤｅｌｔａの分布が
多様である場合、ＣＱＩＤｅｌｔａの多様な分布を含むＣＱＩＤｅｌｔａの範囲を選択す
る。ＣＱＩＤｅｌｔａの多様な確率分布のうち、０を基準にして対称である場合と、０を
基準にして非対称である場合が含まれた場合、最終に選択されたＣＱＩＤｅｌｔａの範囲
は、０を基準にして非対称である範囲に選定する。
【０１０９】
　上述したような本発明の第２様態では、空間差分チャネル情報（例えば、Ｓｐａｔｉａ
ｌ　ＣＱＩＤｅｌｔａ）を用いてチャネル情報を伝送するにおいて、より少ない量のビッ
ト数で、より正確にチャネル情報を表すために差分チャネル情報の範囲を差分チャネル情
報値の確率分布を考慮して決定する方式を説明した。具体的な一実施形態では、受信端ご
とに異なる受信方式をそれぞれ考慮し、差分チャネル情報を表すための範囲を設定する方
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式を提案し、他の一実施形態では、受信端で用いることのできる全ての受信方式を統合的
に考慮し、差分チャネル情報を表すための範囲を設定する方式を提案した。
【０１１０】
　上述した本発明の第２様態では、空間ＣＱＩＤｅｌｔａを表すための範囲を選定する観
点に対して説明した。ここで、空間ＣＱＩＤｅｌｔａの量子化間隔または段階に起因した
エラーはないと仮定した。
【０１１１】
　しかしながら、ＣＱＩＤｅｌｔａの範囲が同じ場合にも、ＣＱＩＤｅｌｔａの量子化の
間隔を増加させると、ＣＱＩＤｅｌｔａの伝送ビットが減少するが、チャネル情報の変化
程度を正確に表すことが難しくなる。その反対に、ＣＱＩＤｅｌｔａの量子化の間隔を減
少する場合、ＣＱＩＤｅｌｔａの伝送ビットが増加するようになるが、チャネル情報の変
化程度をより正確に表すことができる。
【０１１２】
　したがって、本発明の更に他の一実施形態では、効率的なＣＱＩＤｅｌｔａの伝送のた
めに効果的に量子化間隔を設定する方法を提供しようとする。
【０１１３】
　量子化間隔を設定する方法として、最も簡単にはＣＱＩＤｅｌｔａの範囲を均等に分け
る方法を考慮することができる。しかしながら、ＣＱＩＤｅｌｔａの確率分布を考慮する
と、より効率的な量子化が可能である。すなわち、ＣＱＩＤｅｌｔａの確率分布図上で確
率の大きい部分は、ＣＱＩＤｅｌｔａが頻繁に表れるので、より詳細に量子化し、確率が
少なく表れる部分は、確率が大きく表れる部分に比べて広い間隔を有するように量子化す
ることが好ましい。
【０１１４】
　図５は、本発明の一実施形態によって差分チャネル情報値を量子化する方法を説明する
ためのグラフである。
【０１１５】
　すなわち、本実施形態では、図５に示すように、ＣＱＩＤｅｌｔａの確率分布が表れる
場合、確率分布値が所定の臨界値Ｔ以上である領域Ａに対しては量子化間隔を狭く設定し
、確率分布値が所定臨界値Ｔ未満である領域Ｂに対しては量子化間隔を広く設定すること
を提案する。図示した方式において、臨界値Ｔは、該当のＣＱＩを表すために要求される
ビット数と、これを表すために使用可能なビット数などを考慮して多様に設定される。ま
た、図５は、１個の臨界値を用いて量子化間隔を広く設定する領域と狭く設定する領域と
に区分したが、その他にも、２個、３個の臨界値を使用して、これによって区分される領
域別に量子化間隔を異なるように設定することも可能である。
【０１１６】
　以下、上述した実施形態による量子化間隔設定方法を、受信端の受信方法によって多様
なＣＱＩＤｅｌｔａの確率分布が表れる場合に適用する例に対して説明する。
【０１１７】
　図６は、本発明の一実施形態によって差分チャネル情報値を量子化する方法を説明する
ための更に他のグラフである。
【０１１８】
　図６は、受信端で用いられる受信方法によってＣＱＩＤｅｌｔａの確率分布が異なるよ
うに表れる場合の例を示した図で、例えば、受信方式１によるＣＱＩＤｅｌｔａの確率分
布をＣＱＩＤｅｌｔａ１、受信方式２によるＣＱＩＤｅｌｔａの確率分布をＣＱＩＤｅｌ

ｔａ２、受信方式３によるＣＱＩＤｅｌｔａの確率分布をＣＱＩＤｅｌｔａ３に表した。
【０１１９】
　この場合、本実施形態では、受信端の受信方式によって異なるように表れるＣＱＩＤｅ

ｌｔａの確率分布を全て考慮し、ＣＱＩＤｅｌｔａの量子化間隔を設定することを提案す
る。すなわち、前記ＣＱＩＤｅｌｔａ１、ＣＱＩＤｅｌｔａ２、ＣＱＩＤｅｌｔａ３を全
て考慮したＣＱＩＤｅｌｔａＴを考慮し、この確率分布値が所定の臨界値以上である領域
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Ａでは量子化間隔を狭く設定し、確率分布値が所定の臨界値未満である領域Ｂでは量子化
間隔を広く設定する方式を提案する。
【０１２０】
　以上では、差分チャネル情報値を表すための量子化方法に対して説明した。このように
量子化間隔を設定することで、より少ないビット数を用いながらも、より正確なチャネル
情報を表すことができる。
【０１２１】
　上述したＣＱＩの報告方式に対する説明は、１個の単位周波数帯域を通して信号を受信
する場合に対するものである。受信側では、最も良いチャネル状態を表す単位周波数帯域
を選択し、前記選択された単位周波数帯域に対するＣＱＩのみを伝送する。また、送信側
で前記ＣＱＩで選択した単位周波数帯域を通してサービスを行う場合、ＣＱＩは、１個の
単位周波数帯域のみで必要になる。この場合には、単一の使用者環境には適している反面
、多重使用者の場合には適していないので、より効率的な方法が必要になる。
【０１２２】
　以下の説明において、説明の便宜のために‘単位周波数帯域’という用語を定義して説
明し、ここで、‘単位周波数帯域’とは、相対的に広い周波数帯域においてチャネル応答
が類似している任意の周波数帯域を束ねる一つの単位を意味するものと仮定する。また、
以下の説明で‘帯域’、‘周波数帯域’は、特別な言及がない限り、前記単位周波数帯域
を称するものとする。
【０１２３】
　以下、ＣＱＩが１個の選好帯域のみに伝送される場合、スケジューリング過程で起きる
問題をより詳細に説明する。
【０１２４】
　多重使用者が好む周波数帯域が互いに重ならなく、全て異なる場合には問題が発生しな
いが、特定の周波数帯域を多数の使用者が同時に最も良いチャネル環境として選択した場
合には問題が発生する。この場合には、選択された使用者以外の使用者たちは、該当の周
波数帯域を使用できなくなる。ここで、各使用者が１個の選好周波数帯域のみを伝送する
なら、選択されていない使用者たちには、サービスを受ける機会が基本的になくなる。し
たがって、このような問題を解決し、多重使用者ダイバーシティ利得を効果的に得るため
には、多様な周波数帯域に対するＣＱＩ伝送が必要になる。
【０１２５】
　このように多様な周波数帯域に該当するＣＱＩを伝送する場合、選択された周波数帯域
だけのＣＱＩ伝送情報量が増加するようになる。例えば、チャネル状態の良い順に３個の
周波数帯域を選択し、それぞれのＣＱＩと周波数帯域指示子を伝送すると、ＣＱＩの伝送
量は３倍になり、選択された周波数帯域を表すための指示子のために追加的な情報伝送が
必要になる。
【０１２６】
　上述したように、多様な周波数帯域に該当するＣＱＩを伝送する場合、多重アンテナ環
境には、より多くの情報伝送量が必要になる。各アンテナ単位でＣＱＩを伝送する場合、
送信アンテナ個数の倍だけ伝送量が増加するようになる。一方、コードワード単位でのＣ
ＱＩ伝送を仮定すると、コードワード個数の倍だけの伝送量が増加するようになる。した
がって、多重アンテナシステムにおける多様な周波数帯域に対するＣＱＩの伝送量は、単
一アンテナの場合に比べて非常に深刻に増えるようになる。
【０１２７】
　したがって、本実施形態では、このように複数の周波数帯域に対するＣＱＩを報告しな
ければならない状況で、ＣＱＩ伝送量を効果的に減少させる方法を提供しようとする。
【０１２８】
　一般的に、周波数非選択的チャネル（ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　ｆｌａｔ　ｆａｄｉｎｇ　
ｃｈａｎｎｅｌ）では、全周波数帯域にかけてチャネル環境が同一になる反面、周波数選
択的チャネル（ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　ｓｅｌｅｃｔｉｖｅ　ｆａｄｉｎｇ　ｃｈａｎｎｅ
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ｌ）では、周波数帯域が変わることでチャネル特性が変わる。通常、チャネル特性の同じ
周波数帯域幅をコヒーレンス帯域幅といい、チャネルの経路が多い多重経路チャネルであ
るほど、このようなコヒーレンス帯域幅は、より短くなる特性を有する。
【０１２９】
　したがって、チャネルの良いいくつかの帯域を選択し、該当の帯域のＣＱＩを伝送する
場合、これら帯域がコヒーレンス帯域幅を超えて存在すると、該当の各ＣＱＩ間の類似性
は少なくなる。したがって、選択された各ＣＱＩの情報を必要以上に減少することは好ま
しくない。
【０１３０】
　しかしながら、多重アンテナが使用され、各選択された帯域ごとにアンテナ別またはコ
ードワード別にＣＱＩが伝送されるべきである場合には状況が変わる。これは、各アンテ
ナまたはコードワードのＣＱＩは、周波数帯域別に変わるが、各ＣＱＩ間の差はある程度
類似した傾向を表すためである。例えば、２個のコードワードを受信する場合に基づいて
以下で説明する。
【０１３１】
　図７は、２個のコードワードを複数の単位周波数帯域にかけて受信した場合、各コード
ワードに対するチャネル値の分布を例示的に示した図である。
【０１３２】
　図７に示すように、受信端が２個のコードワードを受信する場合、一番目のコードワー
ドに対するＣＱＩ及び二番目のコードワードに対するＣＱＩは、それぞれ周波数帯域別に
大きく変わるが、一番目のコードワードに対するＣＱＩと二番目のコードワードに対する
ＣＱＩとの差は、周波数帯域が変わるとしても大きく変わらない。これは、各コードワー
ドのＣＱＩ計算時、他のコードワードのチャネルによる影響が複合的に計算されるので、
干渉側面ではある程度類似した影響を及ぼすためである。
【０１３３】
　図７において、コードワード１とコードワード２は、それぞれ周波数帯域別に異なるＣ
ＱＩ値を表すが、各周波数帯域での差分ＣＱＩ値（例えば、ＣＱＩ△１、ＣＱＩ△２、Ｃ
ＱＩ△３）は、全て類似した値を表すことを例示的に示している。
【０１３４】
　図７では、コードワード別ＣＱＩ値を例に挙げて説明したが、上述した原理は、各アン
テナ別ＣＱＩを考慮する場合にも同一に適用される。したがって、以下で説明する本発明
の一実施形態では、各コードワードに対応してＣＱＩが適用される場合を例に挙げて説明
する。しかし、各アンテナ別ＣＱＩが適用される場合に対しても同一の方式で用いられる
ことは、当業者にとって自明である。
【０１３５】
　このように、多数個のアンテナに多数個のコードワードが使用される場合、周波数帯域
ごとに各ＣＱＩ間の差の程度が表れる様相をより具体的に説明するために、次のような模
擬実験結果を説明する。
【０１３６】
　図８は、２個のコードワードが伝送される場合、各単位周波数帯域で差分チャネル情報
の分布を表す模擬実験結果である。
【０１３７】
　具体的に、図８での模擬実験結果は、送受信アンテナ個数がそれぞれ４個であるＭＩＭ
Ｏシステムで、３ｋｍ／ｈの移動体速度を有してＴＵチャネル環境で２個のコードワード
が伝送される場合、５ＭＨｚの帯域幅を４個の周波数帯域に分けて、各周波数帯域別に各
コードワード間のＣＱＩの差を表示したものである。このとき、上述したように分けられ
た４個の周波数帯域は、それぞれ‘ＳＢ１’、‘ＳＢ２’、‘ＳＢ３’、‘ＳＢ４’に表
示した。また、ここで、差分ＣＱＩ値は前記数学式３のように設定した。
【０１３８】
　また、模擬実験で、ＣＱＩは１ｄＢ間隔に量子化された。また、受信方式としてはＳＩ
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Ｃ方式が使用され、ＳＩＣの場合には、以下で特別に言及しない限り、一番目のコードワ
ードを検出した後、二番目のコードワードを検出することを基本的に仮定する。
【０１３９】
　図８から、差分ＣＱＩ値は、周波数帯域が変わるとしても類似した分布を表すことが分
かる。すなわち、図８において、ＳＢ１乃至ＳＢ４における差分ＣＱＩ値の分布は、類似
した形態に表れる。また、差分ＣＱＩ値の分布は、概して広く分布されておらず、狭く集
まった分布を表すことが分かる。
【０１４０】
　このような結果に基づいて、本発明の一実施形態では、次のようにＣＱＩを伝送するに
おいて伝送情報量を節減する方法を提案する。
【０１４１】
　第一に、選択された各周波数帯域で一番目のコードワードのＣＱＩを全て伝送するとし
ても、二番目以後のコードワードのＣＱＩを全て伝送するのでなく、差分ＣＱＩ値のみを
伝送することができる。このとき、差分ＣＱＩを表すための範囲及び差分ＣＱＩ値を量子
化する方法は、上述した各実施形態によって設定される。このような差分ＣＱＩ伝送方式
を通して、二番目以後のＣＱＩを伝送するにおいて伝送情報量を減少させることができる
。
【０１４２】
　第二に、二番目以後のコードワードの差分ＣＱＩを伝送するにおいて選択された全ての
周波数帯域に対する差分ＣＱＩを全て伝送するのでなく、一部の周波数帯域での差分ＣＱ
Ｉのみを伝送することができる。このとき、極端な例としては、１個の周波数帯域に対す
る差分ＣＱＩのみを伝送することもできる。他の例としては、差分ＣＱＩの最大値、最小
値、平均値などを伝送することもできる。更に他の実施例としては、伝送効率側面で最も
良いチャネルが選択されることが最も効率的であるので、最高のチャネル環境を表す周波
数帯域に対応する差分ＣＱＩを伝送する方法も考慮することができる。
【０１４３】
　このように差分ＣＱＩが一部の帯域のみに対して伝送される場合、スケジューリングな
どの状況によって差分ＣＱＩが伝送されない周波数帯域で二番目以後のコードワードの差
分ＣＱＩが必要である場合が発生しうる。このときには、伝送された差分ＣＱＩから単純
に特定の差分ＣＱＩを選択し、該当の周波数帯域の差分ＣＱＩとしてそのまま適用したり
、伝送された各差分ＣＱＩの加重値合計などの処理過程を経て該当の周波数帯域の差分Ｃ
ＱＩとして適用することができる。
【０１４４】
　例えば、最も良いチャネル環境を表す帯域の差分ＣＱＩのみが伝送された場合、他の周
波数帯域には、最も良いチャネル環境を表す周波数帯域に対して伝送された差分ＣＱＩを
そのまま適用する方法が可能である。更に他の例としては、多様な周波数帯域の各差分Ｃ
ＱＩの平均値（または、平均値に最も近接した特定帯域の差分ＣＱＩ）が伝送された場合
、差分ＣＱＩが伝送されない周波数帯域には、上述した平均値（または、平均値に最も近
接した差分ＣＱＩ値）を適用する方法が可能である。
【０１４５】
　上述した本発明の各実施形態によるＣＱＩ伝送方法に対し、以下で模擬実験を通してそ
の効果を検証してみる。
【０１４６】
　図９は、既存のチャネル情報伝送方法と本発明の各実施形態によるチャネル情報伝送方
法の伝送効率を比較するための模擬実験結果である。
【０１４７】
　図９に表した模擬実験において、基本的に、図８と関連して上述した模擬実験と同じ環
境で実験した。一方、追加された模擬実験条件は次の通りである。まず、総５ＭＨｚの帯
域幅を４個の周波数帯域に分けて、４個の周波数帯域からチャネル環境の良い２個の周波
数帯域を選択した（Ｂｅｓｔ－２方式）。このとき、選択された２個の周波数帯域で一番
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目のコードワードのＣＱＩは全て損失なしに伝送した。しかし、二番目のコードワードの
ＣＱＩは、三つ場合に分けて適用された。
【０１４８】
　第一に、二番目のコードワードのＣＱＩを２個の周波数帯域でそれぞれ完全に伝送した
場合を一番目の場合にし、図９では”Ｆｕｌｌ　ＣＱＩ”と表示した。
【０１４９】
　第二に、二番目のコードワードに差分ＣＱＩを適用し、２個の周波数帯域に対する差分
ＣＱＩをそれぞれ伝送した場合を二番目の場合にし、図９では”Ｄｅｌｔａ　Ｓｅｐａｒ
ａｔｅｄ”に表示した。ここで、差分ＣＱＩは、２ビットで量子化されたと仮定した。
【０１５０】
　第三に、二番目のコードワードに差分ＣＱＩを適用するにおいて、２個の周波数帯域の
うち最もＣＱＩ値が高い帯域に対する差分ＣＱＩのみを伝送した場合を三番目の場合にし
、図９では”Ｄｅｌｔａ　Ｂｅｓｔ１”に表示した。このとき、差分ＣＱＩが伝送されな
い周波数帯域に対しては、伝送された差分ＣＱＩをそのまま使用した。
【０１５１】
　前記三つ場合による伝送効率の模擬実験結果は、図９に表した通りである。図９におい
て、横軸は信号対雑音比としてＥｓ／Ｎｏを表し、縦軸は、伝送効率として伝送率を表す
。
【０１５２】
　図９でＥｓ／Ｎｏが２０ｄＢであるとき、‘Ｆｕｌｌ　ＣＱＩ’の場合には１３．０８
Ｍｂｐｓ、‘Ｄｅｌｔａ　Ｓｅｐａｒａｔｅｄ’である場合には１２．５４Ｍｂｐｓ、‘
Ｄｅｌｔａ　Ｂｅｓｔ１’である場合には１２．０１Ｍｂｐｓの伝送効率を表した。した
がって、二番目のコードワードにそれぞれ差分ＣＱＩを適用する場合には、最適性能に比
べて４．１％の性能下落が存在し、二番目のコードワードのうち最も良いチャネルに該当
する１個の差分ＣＱＩのみを適用する場合には８．１％の性能下落を表す。このような性
能下落は、ＣＱＩフィードバック情報の不正確性に起因するが、ＣＱＩ情報伝送量が画期
的に減少したので、耐えるに値する性能下落と見ることができる。
【０１５３】
　上述した本発明の第２様態では、複数のアンテナを通して、及び／または複数のコード
ワードを複数の単位周波数帯域を通して受信する場合、ＣＱＩ情報、特に、空間差分ＣＱ
Ｉ情報の伝送情報量を追加的に減少させる方法に対して説明した。
【０１５４】
　上述した本発明の第１様態及び第２様態は、好適に互いに結合されて用いられる。例え
ば、多重アンテナシステムで２以上のチャネルに対するチャネル品質情報を伝送するにお
いて、前記第２様態によって２個のチャネルのうち一つのチャネルに対しては全体の周波
数帯域に対するチャネル品質情報の平均値を伝送し、他のチャネルに対するチャネル品質
情報は差分情報（すなわち、空間差分情報）の形態で伝送する。また、前記第１様態によ
って、各チャネルに対するチャネル品質情報は、全体のチャネル品質情報の平均値及び受
信側が選択したサブバンドのチャネル品質情報の差分情報（すなわち、サブバンド差分情
報）の形態で伝送することができる。
【０１５５】
　このとき、空間差分情報は、第２様態によって受信機の受信方式によって、または受信
機の受信方式と関係なしに設定された差分値範囲内の特定値の形態で伝送され、受信機の
受信方式と関係なしに設定される場合、差分値範囲は、０を中心にして非対称的に設定さ
れることが好ましい。
【０１５６】
　また、サブバンド差分情報は、第１様態によって正（＋）の範囲に偏るように設定され
た、好ましくは、正（＋）の範囲のみに設定された差分値範囲内の特定値の形態で伝送さ
れる。
【０１５７】
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　上述したように開示された本発明の好適な実施形態に対する詳細な説明は、当業者が本
発明を具現して実施できるように提供された。上記では、本発明の好適な実施形態を参照
して説明したが、該当の技術分野の熟練した当業者は、下記の特許請求の範囲に記載され
た本発明の思想及び領域から逸脱しない範囲内で本発明を多様に修正及び変更可能である
ことを理解できるだろう。
【０１５８】
　例えば、上述したような本発明の好適な各実施形態では、ＣＱＩを生成して伝送するに
おいて３ＧＰＰ　ＬＴＥの例を中心にして説明したが、本発明によるＣＱＩ生成方法及び
このために使用者機器は、３ＧＰＰ　ＬＴＥだけでなく、ＩＥＥＥ　８０２系列の通信方
法などのダウンリンクチャネル品質に対するフィードバックが要求される任意のシステム
に適用される。
【０１５９】
　また、上述したような本発明の各実施形態は、アップリンク、ダウンリンクの全てに用
いられる。上述した実施形態による発明がアップリンクに適用される場合、送信側は基地
局、受信側は使用者機器（ＵＥ）になる。さらに、上述した説明において、”基地局”は
、一般的に使用者機器と通信する固定局（ｆｉｘｅｄ　ｓｔａｔｉｏｎ）をいい、ノード
－Ｂ、ＢＴＳ（ｂａｓｅ　ｔｒａｎｓｃｅｉｖｅｒ　ｓｙｓｔｅｍ）、アクセスポイント
などの他の用語で呼ばれる。また、上述した説明において、“使用者機器”は、固定され
たり、移動性を有する任意の主体として、端末、使用者端末（ｕｓｅｒ　ｔｅｒｍｉｎａ
ｌ：ＵＴ）、ＳＳ（ｓｕｂｓｃｒｉｂｅｒ　ｓｔａｔｉｏｎ）、無線機器（ｗｉｒｅｌｅ
ｓｓ　ｄｅｖｉｃｅ）などの任意の他の用語に称されることもある。
【０１６０】
　したがって、本発明は、ここで開示された各実施形態に制限されるものでなく、ここで
開示された原理及び新規の特徴と一致する最広の範囲を与えようとするものである。
【産業上の利用可能性】
【０１６１】
　上述したような本発明の各実施形態によるチャネル情報伝送方法によると、チャネル情
報を表すために、より少ないビット数を用いながらも、より正確にチャネル状態を表すこ
とができるので、上述した説明で具体的な例として説明した３ＧＰＰ　ＬＴＥシステムだ
けでなく、ダウンリンクチャネル品質に対するフィードバックが要求される任意の無線通
信システムに用いられる。
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